機械器具卸売業

　受注・販売状況をみると、平成23年３月の東日本大震災で、一時期大幅に落ち込んだものの、災害復興需要が増加し、タイ洪水の復旧需要も加わって、23年夏頃には受注も回復に転じた。24年夏現在、総じてリーマンショック前の７割前後の水準で推移している。収益は総じて改善基調にあり、工作機械及び、特殊切削工具の取り扱い比率の高い業者の収益は好調である。
今後の見通しは、復興に向けた動きが本格化するとともに、消費財関連業種向けの需要が持ち直しているが、自動車関連でややかげりが出てきており、中小業者の中には、徐々に厳しい状況に陥る懸念も出ている。
　業界の概要

　当業界における取扱品目は、工作機械、機械工具類、加工機械の伝導装置用品、運搬荷役機械、測定機器などである。これらは、用途別、材質別、サイズ別に細分化されており、膨大な品種にのぼることから、いくつかの得意分野に特化している企業が多い。

  機械器具の流通は、メーカーから出荷された後、その代理店である一次卸商、さらに二次卸商（直需店）を経て、ユーザーに納入されるのが通例であるが、化学機械、運搬機械などは、メーカーからユーザーに直販され、また、工作機械などは一次卸からユーザーに販売されるなど、流通経路は商品によって多種多様なものとなっている。

  機械器具卸売業は、数多くのユーザーの個別需要に応じた多品種少量の商品を扱い、営業活動にも多頻度配送など小回りが要求されることから、中小企業性の強い業種となっている。現に平成21年における大阪府の機械器具卸売業を規模別にみると、従業者数20人未満の事業所数が全体の87.1％を占めている（総務省『平成21年経済センサス-基礎調査(都道府県別結果)』）。
大阪の地位

  21年の大阪府内の機械器具卸売業は、事業所数1万1,298、従業者数13万5,765人である（総務省『平成21年経済センサス-基礎調査(都道府県別結果)』）。全国に占める割合をみると事業所数10.１％、従業者数11.4％と、大阪府は東京都に次いで２番目の地位を占めている。

　また、19年における年間販売額は２兆8,649億円で、全国に占める割合は11.9％となっている（経済産業省『商業統計表（都道府県表）』）。これらの卸売業者は、大阪市西区立売堀、東大阪市の機械卸業団地などに集積している。
　販売はリーマンショック前の７割前後の水準
　機械器具卸商の受注・販売状況をみると、20年秋のリーマンショック以降、低迷が続いていたが、22年の年初から前年同期で増加に転じ、回復傾向で推移していた。しかし、23年３月の東日本大震災で、４月から一時期大幅に落ち込んだものの、災害復旧が進展するとともに復興に伴う機械器具の設備需要が増加し、さらに、自動車関連での生産の回復やタイ洪水の復旧需要も加わって、23年夏頃には受注も回復に転じた。24年8月現在、販売は横ばいからやや増加傾向で推移し、総じてリーマンショック前の７割前後の水準で推移している。

このうち、工作機械などの受注は、エコカー需要の増大に伴い、自動車部品メーカー向けに持ち直しの動きがみられるほか、発電ガスタービン分野、航空機関連などで、増加している。工作機械以外の機械類では、節電需要に伴う省エネ機器類が好調に推移し、資材の運搬設備や物流装置などのマテリアルハンドリング分野で食品物流関連向けが増加している。

  機械工具類では、切削工具関連は中国向け需要の停滞で建設機械関連が低迷し、鉄鋼関連や電機関連も弱含みとなっている。しかし、エコカー補助金効果による内需の好調や外需に支えられた自動車関連が好調なほか、工作機械向けも増加していることから、特に、特殊工具が大きく増加し、全体としては好調に推移している。また、タイ洪水の復旧関連で高圧洗浄機、塗装機、機械設置のための測定器などにも動きがみられた。しかし、汎用工具については、海外製の安価な工具がネット通販業者やホームセンターで販売されていることから、大幅な減少となっている。

  ただ、個別業者の状況をみると、販売増加は全体の２割前後に過ぎず、横ばいが大半を占め、減少業者が増加業者とほぼ同数といった状況になっており、格差が拡大傾向にある。減少業者の多くは、汎用工具の取り扱い割合が高く、厳しい価格競争にさらされている。また、概して、従業員の高齢者比率も高く新製品の取り扱いに慎重な業者が多いとみられる。一方で、増加業者をみると、新規需要の取込みに熱心で、現在の需要先が低迷しても、他の需要先への提案営業で需要を獲得する業者が多い。また、これらの業者は、社員教育にも熱心で取扱い製品の特徴を社員に徹底し、ユーザーへの提案能力を高めている。
　収益は改善基調
　リーマンショック以降、需要が大きく減少し、価格競争が激化したことから、収益は悪化が続いていたが、23年夏以降、各業者の取扱い製品の単価は下げ止まり、販売数量も増加傾向にあることから、収益は総じて改善基調にある。特に、工作機械及び、特殊切削工具の取り扱い比率の高い業者の収益は好調である。
　販売増加に向けて様々な対策
　従来のように、ユーザーの注文を待つだけでは、じり貧になる可能性が高いとして、各業者は販売増加に向けて様々な対策を実施している。特に、ユーザーのニーズの把握に努め、提案型営業を行う業者が増えている。ある業者は、製造現場で使う工具を様々なメーカーから集めて、最適な形で使いやすいようにして販売し、ユーザーの需要を獲得している。

　別の業者は、需要が減少しつつあるユーザー業界から、成長が見込める新規の業界を積極的に開拓している。そのため、常に業界情報を仕入れ、新規提案ができるように社員教育に努めている。

　また、海外へ販売拠点の進出を目論む業者も出ている。歴史的水準にある円高の影響で、海外進出を進める国内製造業はますます増加している。これに対応するため、中国及びタイ、ベトナムなど東南アジアへの海外進出を考える業者が大手のみならず、中規模業者においても増加している。

　大手の中には品揃え拡充と利ざや確保のためにプライベートブランド商品の開発強化を打ち出す企業も出ている。

　また、機械工具の取扱商品は年々増加しており、35万種にものぼるといわれている。このため、ユーザーは必要とする商品をその都度配送することを希望する傾向がますます強くなっている。このため、多頻度小口配送体制の構築に力を入れる業者もみられる。さらに、メーカーの在庫情報をいち早く把握することで、納品までに必要な時間を算出し、在庫切れの場合は代替性商品を提案できるシステムの構築に努めている業者もみられる。

　なお、中小企業金融円滑化法が25年３月で期限切れとなることから、各業者は与信管理を強めており、現金回収比率を高めたり、納期の長い手形は前受金を受領するなどの対応をとり始めている。一部では貸倒れが出ており、各業者は与信管理の徹底に努めている。
組合中心に若手育成等各種事業に取組む

大阪の業界は中小業者が多く、相互で助けあう傾向が強い。そこで、大阪機械器具卸商協同組合では、業界振興に向けた様々な事業を実施している。

その一つが組合員企業の人材育成である。21年9月から始めた若手経営者対象の「経営講座」では、財務知識関連を中心に2年間で1回２時間30分で20回の講義を実施している。現在2期目で37人が受講中である。
また、主に新入社員を対象とした取扱商品の「基礎知識セミナー」も５年目を迎えている。商品群を11分野に分け８人の業界の経営者が講義を担当している。このセミナーで使われる教材には、多様な品種の商品を若手社員が理解しやすいことを目指して、既存の教材ではなく、組合員企業が資料を持ち寄り組合が独自編集した冊子を利用している。受講者にとっては、商品知識ばかりでなく、これら講師の経営者から卸売業の役割や業界のビジョン等も吸収できる、またとない機会となっている。
また、組合員企業を対象とした共済・共同事業も活発に実施している。21年５月には組合員の物流合理化、コスト低減を図るため共同運送制度を発足させた。この制度の特徴は夕刻までに発送手配した商品が翌朝９時までに販売先に届けられることである。現在組合員企業42社が利用しているが、荷物取扱個数は年々増加し、月間7,000個を超えるなど、組合側の予想を超えるスピードで増加しており、今後も拡大すると見込まれている。

さらに、組合は25年秋に創立100周年を迎えるため、記念式典はじめ業界の調査研究、記念誌作成、従業員参加型のイベント等の記念事業を計画している。なるべく多くの組合員やその従業員に参画・参加してもらえるようにと企画している。
このように組合が中心になって、業界の発展に取り組んでいる。
今後の見通し
　受注は、タブレット端末やスマートフォンの需要増やアジア、アメリカの景気改善などによる海外需要が牽引する形で、電子部品関連の輸出関連業種での増加が見込まれるほか、復興に向けた動きが、ますます本格化するとともに、消費財関連業種向けの需要が持ち直すとみられる。しかし、生産財分野では、、円高が進行する中、製造業の海外移転が加速しており、国内市場の拡大が期待できなくなっている。また、自動車関連でややかげりが出てきた。工具需要は間接部門も含めると、自動車関連が大きなウエイトを占めているが、９月以降、中国市場での自動車販売が減少している。これが、切削加工の減少につながり、工具需要の減少が予想される。これによって、中小業者の中には、徐々に厳しい状況に陥る懸念も出ている。
　一方、業界再編の動きも出ている。一部大手は、ニッチの分野に強い中小卸売業を合併・買収し、別の中堅企業は異業種からの買収を受け入れるなどの事例がみられ、今後、この動きが増加するとみる向きがある。

　ただ、機械卸商はフットワーク、利便性、信頼性、取扱商品の多さ、品質の良さなどで最終ユーザーの評価が高く、汎用工具ではネット通販等に代替されつつあるものの、それ以外の分野では、これまで培ってきた対面販売の強みがある。このため、フェイス・ツー・フェイスの緊密なコミュニケーションをユーザーと図ることが今後の企業存続のかぎとなるとの見方が多い。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏） 
